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厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課  

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課   

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）における 

感染拡大防止のための留意点について 

 

 

社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。以下同じ）における

新型コロナウイルス感染症が発生した場合の対応については、「高齢者介護施

設における感染対策マニュアル」や「社会福祉施設等における新型コロナウ

イルスへの対応について」（令和２年２月１３日厚生労働省子ども家庭局家庭

福祉課ほか連名事務連絡）や「社会福祉施設等における新型コロナウイルス

への対応の徹底について」（令和２年２月２３日厚生労働省子ども家庭局家庭

福祉課ほか連名事務連絡）などでお示ししているところですが、新型コロナ

ウイルスによる感染の拡大防止の観点から、以下の点に特に留意していただ

きますようお願いいたします。  
記   

（別添11）



１ 職員等への対応について 
（１） 「社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について」（令

和２年２月１３日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほか連名事務連絡）

の留意事項（１）でお示ししたとおり、職員、子ども、障害者や高齢者の

みならず、面会者や委託業者等、職員などと接触する可能性があると考え

られる者含めて、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール

消毒等により、感染経路を断つことが重要であり、「高齢者介護施設におけ

る感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、対策を徹底すること。 

 

（２）職員は、各自出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には

出勤を行わないことを徹底すること。なお、過去に発熱が認められた場合に

あっては、解熱後２４時間以上が経過し、呼吸器症状が改善傾向となるまで

は同様の取扱いとする。なお、このような状況が解消した場合であっても、

引き続き当該職員の健康状態に留意すること。 

   該当する職員については、管理者に報告し、確実な把握を行うよう努める

こと。 

   ここでいう職員とは、利用者に直接介護サービスや障害福祉サービス等

を提供する職員だけでなく、事務職や送迎を行う職員等、当該事業所のすべ

ての職員やボランティア等を含むものとする。 

  

（３）面会については、感染経路の遮断という観点で言えば、可能な限り、緊急

やむを得ない場合を除き、制限することが望ましい。少なくとも、面会者に

対して、体温を計測してもらい、発熱が認められる場合には面会を断ること。 

  

（４）委託業者等についても、物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所

で行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合については、体温を計測して

もらい、発熱が認められる場合には入館を断ること。 

 

（５） なお、新型コロナウイルス感染症への対応等により一時的に人員基準を

満たすことができなくなる場合等については、「新型コロナウイルス感染症

にかかる介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」（令

和２年２月１７日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務

連絡）等により柔軟な取扱いが可能とされているので、同事務連絡を参照さ

れたい。 



２ 利用者への対応について 

（１）高齢者、基礎疾患（糖尿病、心不全、呼吸器疾患）を抱える者又は妊婦に

ついては、３７．５℃以上又は呼吸器症状が２日以上続いた場合には、保健

所等に設置されている「帰国者・接触者相談センター」に電話連絡し、指示

を受けること。これら以外の者は、３７．５℃以上又は呼吸器症状が４日以

上続いた場合には、保健所等に設置されている「帰国者・接触者相談センタ

ー」に電話連絡し、指示を受けること。 

 

（２）症状が継続している場合や、医療機関受診後、診断結果の確定までの間に

ついては、「高齢者介護施設における感染対策マニュアル（改訂版）」の P50

からのインフルエンザの項での対応も参考としつつ、感染拡大に留意する

こと。 

具体的には、 

・疑いがある利用者を原則個室に移すこと。 

・個室が足りない場合については同じ症状の人を同室とすること。 

・疑いのある利用者にケアや処置をする場合には、職員はサージカルマス

クを着用すること。 

   ・罹患した利用者が部屋を出る場合はマスクをすること。 

  など。 

 

（３）疑いがある利用者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り、

担当職員を分けて対応すること。 

  



 

 

（公衆衛生対策に関するお問い合わせ） 

※公衆衛生に関するお問い合わせについては、衛生主管部局を通じて、厚

生労働省健康局結核感染症課にお問い合わせください。 

 

（児童福祉施設等に関するお問い合わせ） 
○厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 
ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８６７、４８６８） 
○厚生労働省子ども家庭局母子保健課 
 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４９７６、４９７７）  
（保護施設に関するお問い合わせ） 
○厚生労働省社会・援護局保護課 
 ＴＥＬ：０３―５２５３－１１１１（内線２８２４）  
（障害福祉サービス事業所等に関するお問い合わせ） 
○厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 
 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３１４８） 
 

（介護保険サービスに関するお問い合わせ） 

〇厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９７５、３９７３） 

〇厚生労働省老健局高齢者支援課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

〇厚生労働省老健局老人保健課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 

 

  


